
資源循環推進課

一般廃棄物・リサイクル担当

3110

番号 事業名 会計 款 項 目 説明事業

B33
廃棄物処理施設整備指導費 総務費 環境費 廃棄物対策費 廃棄物処理施設整備指導費

廃棄物の処理及び清掃に関する法律 戦略項目   

分野施策 040302 資源の有効利用と廃棄物の適正処理の推進

１　事業の概要 ５　事業説明

２　事業主体及び負担区分

３　地方財政措置の状況

４　事業費に係る人件費、組織の新設、改廃及び増員

予算額

財　　源　　内　　訳

一般財源
国庫支出金 諸 収 入

決定額 △5,411 △5,411 9,731

現計額 15,142 290 1 14,851

平成28年度予算見積調書(2月補正予算)
課室名:

担当名:

内線: (単位：千円)

一般会
計

事 業
期 間

昭和28年度～ 根 拠
法 令

　循環型社会形成推進交付金を受けて一般廃棄物処理施
設を整備する市町村等に対し、指導監督を行うことによ
り、一般廃棄物の適正処理及び循環型社会の形成を推進
する。
併せて、一般廃棄物の災害時対応を強化し、災害時の適
正かつ迅速な廃棄物処理に備える。

（１）交付金説明会等（経費節減）　　　　 △16千円
（２）中間検査、施工検査等（経費節減）　　△1千円
（３）災害廃棄物処理計画の作成　　　　△5,026千円
　　　（契約差金及び経費節減）
（４）災害廃棄物処理図上訓練（契約差金）△368千円

（１）事業内容
　　ア　循環型社会形成推進交付金の説明会等　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 582千円　→　　566千円
　　イ　交付金を受けて整備した施設に係る検査　　　　　　　　　　　　　　　　　　　12千円　→ 　　11千円
　　ウ　災害廃棄物処理計画の作成　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　11,048千円　→　6,022千円
　　エ　災害廃棄物処理図上訓練の実施　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 3,500千円　→　3,132千円
（２）事業計画
　　ア　循環型社会形成推進交付金の説明会等　
　　　　平成27年度から、エネルギー特別会計を活用した交付金制度が始まるなど、交付金制度が変化しており、
　　　市町村の交付金事務の円滑化に寄与するため、逐次、説明会を開催する必要がある。
　　イ　交付金を受けて整備した施設に係る検査
　　　　交付金事業が滞りなく実施されているかどうか、現地調査を実施する。
　　　　（平成２８年度に循環型社会形成推進交付金を受けて整備完了予定の施設）
　　　　　ふじみ野市・三芳町：高効率ごみ発電施設、リサイクルセンター(H22～H28年度)
　　　　　飯能市：高効率ごみ発電施設、リサイクルセンター(H22～H28年度)
　　　　　春日部市：リサイクルセンター(H24～H28年度)　　　所沢市：焼却施設基幹改良(H24～H28年度)
　　　　　坂戸市：焼却施設基幹改良(H25～H29年度)　　　大里広域市町村圏組合：焼却施設基幹改良(H24～H30年度)
　　ウ　災害廃棄物処理計画の作成
　　　　環境省「災害廃棄物対策指針」（平成２６年３月）等により、県での災害廃棄物処理計画の作成が求められて
　　　おり、適正かつ迅速に災害廃棄物を処理するための計画を作成する。
　　エ　災害廃棄物処理図上訓練
　　　　災害廃棄物処理計画を実効性あるものとし、処理手順等を確認するため図上訓練を実施する。
（３）事業効果
　　　交付金を活用した計画的な施設整備を推進することで、環境負荷が少なく、資源化能力の高い施設が整備される。
　　　巨大災害への備えとして災害廃棄物処理計画を作成することで、災害時の適正かつ迅速な廃棄物の処理と県民生
　　活の早期復旧・復興が促進される。
（４）補正予算の概要
　　ア　業務委託料の契約差金による減　　△5,378千円
　　イ　経費節減　　　　　　　　　　　　△　 33千円

（１）と（２）　(国1/2・県1/2)
（３）と（４）  (県10/10)

普通交付税（単位費用）
（区分）衛生費　（細目）生活衛生指導費
（細節）廃棄物処理対策費
（積算内容）廃棄物処理対策に関する事務

　9,500千円×1.2人＝11,400千円

補正後の
予算額

― 環境部 B33 ―
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